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１ 事業の成果  

(1) 高齢者ケアに関する自主研修事業・・・『地域回想法』、『パーソン・センタード・

ケアと認知症ケアマッピング』等の自主研修を行った。高齢者ケアに携わる方々に専門的

な技術や知識をお伝えした。 

(2) 高齢者ケアに関する委託事業・・・愛知県北名古屋市および岐阜県恵那市より、市

民を対象とした回想法事業の運営委託を受け、自治体との協働によりボランティアの育成、

介護予防教室の開催等を行った。DCMサポート事業では、全国展開する聖隷福祉事業団の有

料老人ホームへ、パーソン・センタード・ケアと認知症ケアマッピングの導入を行った。

その他、自治体や高齢者施設からの研修委託や講師派遣を行った。また、高齢者虐待防止

学会の事務センター業務を受託し実施した。 

 

２ 事業の実施に関する事項（平成27年4月1日 ～ 平成28年3月31日） 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

 

定款の事業名 

 

事 業 内 容 
実施 

日時 

実施 

場所 

従事者

の人数 

受益対象者 

の範囲及び 

人数 

支出額 

(千円) 

(1)ｾﾐﾅｰの開催

等による高齢者

ｹｱに関する自主

研修事業 

 

 

地域回想法基礎研修 6/6 愛知県 

北名古

屋市 

4人 介護
専門
職・ 

ボラ

ンテ

ィア 

40 140 

地域回想法専門研修 6/7 愛知県 

北名古

屋市 

4人 介護
専門
職・ 

ボラ

ンテ

ィア 

30 120 

認知症の方への回想法

基礎研修 

9/5 愛知県 

北名古

屋市 

4人 介護
専門
職・ 

ボラ

ンテ

ィア 

40 140 

認知症の方への回想法

専門研修 

9/6 愛知県 

北名古

屋市 

4人 介護
専門
職・ 

ボラ

ンテ

ィア 

30 120 



パーソン・センタード・

ケアと認知症ケアマッ

ピング基礎研修#36 

9/3 東京都 7人 医
療・看
護・介
護関
係者 
大学
関係
者 

研究

者 

36 2,680 

パーソン・センタード・

ケアと認知症ケアマッ

ピング基礎研修#38 

3/3 東京都 7人 医
療・看
護・介
護関
係者 
大学
関係
者 

研究

者 

36 2,680 

 

(2)高齢者ｹｱに

関する委託事業 

回想法センター運営業務 4/1～

3/31 
愛知県 

北名古

屋市 

2人 市民

（高

齢者） 

200 1,984 

回想法スクール業務 4/1～

3/31 
愛知県 

北名古

屋市 

5人 市民

（高

齢者） 

200 743 

 回想法キット貸出業務 4/1～

3/31 
愛知県 

北名古

屋市 

1人 ボラ

ンテ

ィア

等 

62箇

所 

24 

 回想法センター指定管

理 

4/1～

3/31 

岐阜県

恵那市 

4人 市民

（高

齢者） 

200 3,202 

 回想法スクール委託業

務 

4/1～

3/31 

岐阜県

恵那市 

4人 市民

（高

齢者） 

200 904 

 長寿大学連続講座 4/1～

3/31 

岐阜県

恵那市 

7人 市民

（高

齢者） 

100 810 

 回想法基礎・専門研修 10/3、4 岐阜県

恵那市 

3人 ボラ

ンテ

ィア

等 

40 263 

 講師等派遣事業 4/1～

3/31 

全国 11人 介護

職 

 3,362 

 聖隷福祉事業団「DCMサポ
ート事業」 

4/1～

3/31 

全国 3人 介護

職 

12施

設

120

名 

821 



 不二福祉事業会職員研修
事業 

8/1～

3/31 

愛知県

蒲郡市 

2人   585 

 日本高齢者虐待防止学会
事務センター業務 

4/1～

3/31 

埼玉県

さいた

ま市 

2人 学会

会員 

428

名 

519 

 

 (2) その他の事業 

 

定款の事業名 

 

事  業  内  容 
実施 

日時 

実施 

場所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲及び

人数 

支出額

(千円) 

        

 

（備考） <-以下、提出の際は削除 

１ 用紙の大きさ 日本工業規格Ａ４ 

２ ２は、(１)には特定非営利活動に係る事業、(２)にはその他の事業について、区分を明らかにして記

載してください。 

３ 「定款の事業名」欄には、定款に記載された「事業の種類」（定款例の第５条）を記載してください。 

４ ２の(１)については、事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数、受益

対象者の範囲及び人数並びに支出額をそれぞれ記載してください。 

「受益者の範囲及び人数」の欄には、具体的な受益対象者及び人数を記載してください。 

５ ２の(２)については、事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数及び支

出額をそれぞれ記載してください。その他の事業を行わない場合は、記載は不要です。 


